
「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律」の施行状況について

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（化学
物質管理促進法、ＰＲＴＲ法）は、平成１１年７月に制定され、その後、以下のスケ
ジュールで段階的に施行されているところ。
来年度からは、事業者による排出量等の届出が開始され、ＰＲＴＲ制度が本格的に
実施されることとなる。

○施行スケジュール
平成１３年１月 ＭＳＤＳ（化学物質等安全データシート）制度の開始

４月 取扱量５トン以上の事業者は排出量等の把握を開始
１４年４月 取扱量５トン以上の事業者は排出量等の届出を開始
１５年４月 取扱量１トン以上の事業者は排出量等の把握を開始
１６年４月 取扱量１トン以上の事業者は排出量等の届出を開始

○関係政省令の制定状況
(１）既に制定した政省令等

［平成１２年３月３０日施行］①施行令（政令）
・対象物質、対象事業者の要件（対象業種、取扱量等）を規定 （法第２条関係）。

［平成１２年３月３０日公表］②化学物質管理指針
・対象事業者が講ずべき化学物質の管理に関する措置の指針の提示 （法第３条、。
第４条関係）

［平成１３年１月１日施行］③ＭＳＤＳ省令（経済産業省令）
（ ） 、 。・ＭＳＤＳ 化学物質等安全データシート の提供方法 提供すべき事項等を規定

（法第１４条関係）

［平成１３年４月１日施行］④ＰＲＴＲ施行規則（主務省令）
・排出／移動量の算出方法、把握方法、届出方法等を規定 （法第５条関係）。

（平成１３年中）（２）今後制定すべき政省令
①施行令（政令）
・開示手数料の額、納付方法（法第１９条関係）
・電子情報処理組織の使用等の方法（法第２０条関係）

主務省令②
・第一種指定化学物質の対応化学物質分類名（法第６条第１項）
・対応化学物質分類名による通知の請求方法（法第６条第２項）
・対応化学物質分類名による通知の維持の請求方法（法第６条第８項）
・知事の説明要求の方法（法第７条第５項）

③経済産業・環境省令
・届出事項のファイルへの記録の方法（法第８条第１項）
・ファイル記録事項の事業所管大臣及び知事への通知方法（法第８条第２項）
・ファイル記録事項の集計方法（法第８条第３項）
・届出の排出量以外の算出する事項（法第９条第１項）
・届出の排出量以外の算出する事項の集計方法（法第９条第２項）



　　　　　　　　○　ＰＲＴＲ制度の現在までの施行状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 　　　

 

 

 

 

※意見を付すことも可

 国  届出データをファイル化

対 象 化 学 物 質
有害性があり、相当広範な地域の

環境中に継続的に存在する物質を

指定　 政令

 国  化学物質管理指針の策定・公表 　

  　  

　　指針に留意しつつ、化学物質

　　の自主管理推進 　

対　象　事　業　者

対象化学物質の製造事業者

等（業種、規模、取扱量、製

品の要件等を指定） 政令

環境への排出量・移動量を届出

 国 届出対象以外の排

　　出量(家庭、農地等)

　　　省令（推計区分）

事業者による管理の改善を促進、環境の保全上の支障を未然に防止

　集計データとともに

個別事業所データを通知

 国 個別事業所データの開示

 国 環境への排出量と移動量を
　　集計、公表　省令（集計区分）

 国 個別事業所データ
 民 の開示請求

 　 ・環境モニタリング、健康影響等
　　　に関する調査

・化学物質の性状に関する科学

　的知見充実、ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ整備

・事業者への技術的助言

・広報活動等を通じた国民の

　理解増進

国の調査への意見

あらかじめ、それぞれの

審議会の意見を聴く。

　薬事食品衛生審議会（厚生労働省）

　化学物質審議会 （経済産業省）

  中央環境審議会 （環  境  省）

    ・事業者からの届出を経由

 地 ・国から通知されたデータ
 方   を活用し、地域ニーズに
 公   応じた集計・公表

 共 ・国が行う調査への意見

 団 ・事業者への技術的助言

 体 ・広報活動等を通じた国民
      の理解増進

※電子情報で届け出ることも可

※秘密情報は業所管大臣に直接届出

　　省令（分類名、請求様式） 都道府県知事(経由)

都道府県知事

省令（把握方法、届出様式

を指定）

政令　(手数料の額)

※秘密情報は分類名で通知

※ 秘密情報の届出事項につき業

  所管大臣への説明要求

　
事
業
者

国



今後制定予定の政省令とその内容 （参考）

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（抄）

（対応化学物質分類名への変更）

第一種指定化学物質等取扱事業者は、前条第二項の規定による届出に係る第第六条

一種指定化学物質の使用その他の取扱いに関する情報が秘密として管理されている

生産方法その他の事業活動に有用な技術上の情報であって公然と知られていないも

のに該当するものであるとして、当該第一種指定化学物質の名称に代えて、当該第一

種指定化学物質の属する分類のうち で定める分類の名称（以下「対応化学物主務省令

質分類名」という。）をもって次条第一項の規定による通知を行うよう主務大臣に請求を

行うことができる。

２ 第一種指定化学物質等取扱事業者は、前項の請求を行うときは、前条第二項の規定

による届出と併せて、 で定めるところにより、その理由を付して行わなければな主務省令

らない。

３ 主務大臣は、第一項の請求があったときは、遅滞なく、前条第二項の規定による届出

に係る事項のうち当該請求に係る第一種指定化学物質に係るものについて、当該第一

種指定化学物質の名称に代えて、対応化学物質分類名をもって当該第一種指定化学

物質に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事（以下「関係都道府県知事」とい

う。）に通知しなければならない。

４ 主務大臣は、第一項の請求を認める場合には、その旨の決定をし、当該請求を行っ

た第一種指定化学物質等取扱事業者に対し、その旨を通知するものとする。

５ 主務大臣は、第一項の請求を認めない場合には、その旨の決定をし、当該決定後直

ちに、当該請求を行った第一種指定化学物質等取扱事業者に対し、その旨及びその

理由を通知するものとする。

６ 前二項の決定は、第一項の請求があった日から三十日以内にするものとする。

７ 前項の規定にかかわらず、主務大臣は、事務処理上の困難その他正当な理由がある

ときは、同項の期間を三十日以内に限り延長することができる。

８ 第一種指定化学物質等取扱事業者は、毎年度、当該年度の前年度以前の各年度に

おいて第八条第一項の規定によりファイルに記録された対応化学物質分類名を維持す

る必要があるときは、 で定めるところにより、主務大臣にその旨の請求を行わ主務省令

なければならない。

９ 第四項から第七項までの規定は、前項の請求について準用する。この場合におい

て、第四項から第六項までの規定中「第一項」とあるのは、「第八項」と読み替えるものと

する。



（届出事項の通知等）

主務大臣は、第五条第二項の規定による届出があったときは、遅滞なく、当該第七条

届出に係る事項を経済産業大臣及び環境大臣に通知するものとする。ただし、当該届

出に係る事項のうち第一種指定化学物質の名称について前条第一項の請求があった

ときは、当該第一種指定化学物質の名称については、対応化学物質分類名をもって通

知するものとする。

２ 主務大臣は、前条第五項（同条第九項において準用する場合を含む。以下この項に

おいて同じ。）の決定をしたときは、当該決定に係る第一種指定化学物質の名称を経済

産業大臣及び環境大臣並びに当該決定に係る関係都道府県知事に通知するものとす

る。この場合において、当該通知は、同条第五項の規定による第一種指定化学物質等

取扱事業者への通知の日から二週間を経過した日以後速やかに行うものとする。

３ 主務大臣は、毎年度、当該年度の前年度以前の各年度において前条第四項（同条

第九項において準用する場合を含む。）の決定をした場合であって、当該年度におい

て同条第八項の請求がないときは、当該決定に係る第一種指定化学物質の名称を経

済産業大臣及び環境大臣並びに当該決定に係る関係都道府県知事に通知するものと

する。

４ 環境大臣は、必要があると認めるときは、主務大臣に対し、第一項ただし書の規定に

よる通知に係る第一種指定化学物質に関し第五条第二項の規定により届け出られた事

項について説明を求めることができる。

５ 関係都道府県知事は、必要があると認めるときは、主務大臣に対し、 で定め主務省令

るところにより、当該都道府県知事の管轄する区域に係る前条第三項の規定による通

知に係る第一種指定化学物質に関し第五条第二項の規定により届け出られた事項に

ついて説明を求めることができる。

（届出事項の集計等）

経済産業大臣及び環境大臣は、前条第一項から第三項までの規定により通知第八条

された事項について、 で定めるところにより電子計算機に備経済産業省令、環境省令

えられたファイルに記録するものとする。

、２ 経済産業大臣及び環境大臣は、前項の規定による記録をしたときは、経済産業省令

で定めるところにより、遅滞なく、同項のファイルに記録された事項（以下「ファ環境省令

イル記録事項」という。）のうち、主務大臣が所管する事業を行う事業所に係るものを当

該主務大臣に、その管轄する都道府県の区域に所在する事業所に係るものを都道府

県知事に、それぞれ通知するものとする。

３ 経済産業大臣及び環境大臣は、 で定めるところにより、遅経済産業省令、環境省令

滞なく、ファイル記録事項を集計するものとする。

４ 経済産業大臣及び環境大臣は、遅滞なく、前項の規定により集計した結果を主務大

臣及び都道府県知事に通知するとともに、公表するものとする。

５ 主務大臣及び都道府県知事は、第二項の規定による通知があったときは、当該通知

に係る事項について集計するとともに、その結果を公表することができる。



（届け出られた排出量以外の排出量の算出等）

経済産業大臣及び環境大臣は、関係行政機関の協力を得て、第一種指定化第九条

学物質等取扱事業者以外の事業者の事業活動に伴う第一種指定化学物質の排出量

その他第五条第二項の規定により届け出られた第一種指定化学物質の排出量以外の

経済産業省令、環境環境に排出されていると見込まれる第一種指定化学物質の量を

で定める事項ごとに算出するものとする。省令

、２ 経済産業大臣及び環境大臣は、前項の規定により算出された結果を経済産業省令

で定めるところにより集計し、その結果を前条第四項の集計した結果と併せて環境省令

公表するものとする。

（手数料）

ファイル記録事項の開示を受ける者は、 で定めるところにより、実費の範第十九条 政令

囲内において政令で定める額の開示の実施に係る手数料を納付しなければならない。

（電子情報処理組織の使用等に関する事項）

主務大臣は、第五条第二項の規定による届出又は第六条第一項若しくは第第二十条

八項の請求については、 で定めるところにより、電子情報処理組織を使用して又は政令

磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

を含む。以下同じ。）により行わせることができる。

２ 主務大臣は、第六条第四項又は第五項（これらの規定を同条第九項において準用す

る場合を含む。）の規定による通知については、 で定めるところにより、電子情報処政令

理組織を使用して又は磁気ディスクにより行うことができる。

３ 第一項の規定により電子情報処理組織を使用して第五条第二項の規定による届出又

は第六条第一項若しくは第八項の請求が行われた場合には、当該届出のうち第五条

第三項の規定により都道府県知事を経由して行われたものについては当該都道府県

知事の指定する電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該都道府

県知事に、当該届出のうち第六条第一項の請求に係る第一種指定化学物質に係るも

の又は同項若しくは同条第八項の請求については主務大臣の指定する電子計算機に

備えられたファイルへの記録がされた時に当該主務大臣に、それぞれ到達したものとみ

なす。

４ 第二項の規定により電子情報処理組織を使用して行われた第六条第四項又は第五

項（これらの規定を同条第九項において準用する場合を含む。）の規定による通知は、

第六条第一項又は第八項の請求をした者の使用に係る入出力装置に備えられたファ

イルへの記録がされた後通常その出力に要する時間が経過した時に当該請求をした

者に到達したものと推定する。

政５ 主務大臣は、第十条第一項の請求又は第十一条の規定による開示については、

で定めるところにより、電子情報処理組織を使用して又は磁気ディスクにより行わせ、令

又は行うことができる。


